
 

            民 生 委 員 法 （抄） 

 

（任 務） 

第１条 民生委員は、社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、

及び必要な援助を行い、もって社会福祉の増進に努めるものとする。 

（心 構） 

第２条 民生委員は、常に、人格識見の向上と、その職務を行う上に必要な知識及び

技術の修得に努めなければならない。 

（設置区域） 

第３条 民生委員は、市（特別区を含む。以下同じ。）町村の区域にこれを置く。 

（定 数） 

第４条 民生委員の定数は、厚生労働大臣の定める基準を参酌して、前条の区域ごと

に、都道府県の条例で定める。 

２ 前項の規定により条例を制定する場合においては、都道府県知事は、あらかじめ、

前条の区域を管轄する市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）の意見を聴く

ものとする。 

（推 薦） 

第５条 民生委員は、都道府県知事の推薦によって、厚生労働大臣がこれを委嘱する。 

２ 都道府県知事は、前項の推薦を行うに当たっては、市町村に設置された民生委員

推薦会が推薦した者について行うものとする。この場合において、都道府県に設置

された社会福祉法第７条第１項に規定する地方社会福祉審議会の意見を聴くよう

努めるものとする。 

第６条 民生委員推薦会が、民生委員を推薦するに当っては、当該市町村の議会(特

別区の議会を含む。以下同じ。）の議員の選挙権を有する者のうち、人格識見高く、

広く社会の実情に通じ、且つ、社会福祉の増進に熱意のある者であって児童福祉法

（昭和 22年法律第 164号）の児童委員としても、適当である者について、これを

行わなければならない。 

２ 都道府県知事及び民生委員推薦会は、民生委員の推薦を行うに当たっては、当該

推薦に係る者のうちから児童福祉法の主任児童委員として指名されるべき者を明

示しなければならない。 



 

（再推薦） 

第７条 都道府県知事は、民生委員推薦会の推薦した者が、民生委員として適当でな

いと認めるときは、地方社会福祉審議会の意見を聴いて、その民生委員推薦会に対

し、民生委員の再推薦を命ずることができる。 

２ 前項の規定により都道府県知事が再推薦を命じた場合において、その日から 20

日以内に民生委員推薦会が再推薦をしないときは、都道府県知事は、当該市町村長

及び地方社会福祉審議会の意見を聴いて、民生委員として適当と認める者を定め、

これを厚生労働大臣に推薦することができる。 

（民生委員推薦会） 

第８条 民生委員推薦会は、委員若干人でこれを組織する。 

２ 委員は、当該市町村の区域の実情に通ずる者のうちから、市町村長が委嘱する。 

３ 民生委員推薦会に委員長１人を置く。委員長は、委員の互選とする。 

４ 前三項で定めるもののほか、委員長及び委員の任期並びに委員長の職務その他民

生委員推薦会に関し必要な事項は、政令でこれを定める。 

（資格及び任期） 

第 10 条 民生委員には、給与を支給しないものとし、その任期は、３年とする。た

だし、補欠の民生委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（解 嘱） 

第 11 条 民生委員が左の各号の１に該当する場合においては、厚生労働大臣は、前

条の規定にかかわらず、都道府県知事の具申に基いて、これを解嘱することができ

る。 

 (1) 職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

 (2) 職務を怠り、又は職務上の義務に違反した場合 

 (3) 民生委員たるにふさわしくない非行のあった場合 

２ 都道府県知事が前項の具申をするに当っては、地方社会福祉審議会の同意を経な

ければならない。 

第 12条 前条第２項の場合において、地方社会福祉審議会は、審査をなすに際して、

あらかじめ本人に対してその旨を通告しなければならない。 

２ 前項の通告を受けた民生委員は、通告を受けた日から２週間以内に、地方社会福

祉審議会に対して意見を述べることができる。 



 

３ 前項の規定により民生委員が意見を述べた場合には、地方社会福祉審議会は、そ

の意見を聴いた後でなければ審査をなすことができない。 

（担当の区域、事項） 

第 13条 民生委員は、その市町村の区域内において、担当の区域又は事項を定めて、

その職務を行うものとする。 

（職務内容） 

第 14条 民生委員の職務は、次のとおりとする。 

 (1) 住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくこと。 

 (2) 援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるように生活に関する相談に応じ、助言その他の援助を行うこと。 

 (3) 援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提

供その他の援助を行うこと。 

 (4) 社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関する活動を行う者

と密接に連携し、その事業又は活動を支援すること。 

 (5) 社会福祉法に定める福祉に関する事務所（以下「福祉事務所」という。）その

他の関係行政機関の業務に協力すること。 

２ 民生委員は、前項の職務を行うほか、必要に応じて、住民の福祉の増進を図るた

めの活動を行う。 

（執務基準） 

第 15 条 民生委員は、その職務を遂行するに当っては、個人の人格を尊重し、その

身上に関する秘密を守り、人種、信条、性別、社会的身分又は門地によって、差別

的又は優先的な取扱をすることなく、且つ、その処理は、実情に即して合理的にこ

れを行わなければならない。 

（政治目的への利用禁止） 

第 16 条 民生委員は、その職務上の地位を政党又は政治的目的のために利用しては

ならない。 

２ 前項の規定に違反した民生委員は、第 11条及び第 12条の規定に従い解嘱せられ

るものとする。 

 

 



 

（民生委員協議会） 

第 20 条 民生委員は、都道府県知事が市町村長の意見をきいて定める区域ごとに、

民生委員協議会を組織しなければならない。 

２ 前項の規定による民生委員協議会を組織する区域を定める場合においては、特別

の事情のあるときの外、市においてはその区域を数区域に分けた区域をもって、町

村においてはその区域をもって一区域としなければならない。 

（民生委員協議会の任務） 

第 24条 民生委員協議会の任務は、次のとおりとする。 

 (1) 民生委員が担当する区域又は事項を定めること。 

 (2) 民生委員の職務に関する連絡及び調整をすること。 

 (3) 民生委員の職務に関して福祉事務所その他の関係行政機関との連絡に当たる

こと。 

 (4) 必要な資料及び情報を集めること。 

 (5) 民生委員をして、その職務に関して必要な知識及び技術の修得をさせること。 

 (6) その他民生委員が職務を遂行するに必要な事項を処理すること。 

２ 民生委員協議会は、民生委員の職務に関して必要と認める意見を関係各庁に具申

することができる。 

３ 民生委員協議会は、市町村の区域を単位とする社会福祉関係団体の組織に加わる

ことができる。 

４ 市町村長及び福祉事務所その他の関係行政機関の職員は、民生委員協議会に出席

し、意見を述べることができる。 

（会 長） 

第 25 条 民生委員協議会を組織する民生委員は、その互選により会長１人を定めな

ければならない。 

２ 会長は、民生委員協議会の会務をとりまとめ、民生委員協議会を代表する。 

３ 前二項に定めるもののほか、会長の任期その他会長に関し必要な事項は、政令で

定める。 

 

 

 



 

（指定都市等の特例） 

第 29 条 この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるもの

は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 19第１項の指定都市（以下

本条中「指定都市」という。）及び同法第 252 条の 22 第１項の中核市（以下本条

中「中核市」という。）においては、政令で定めるところにより、指定都市又は中

核市（以下本条中「指定都市等」という。）が処理するものとする。この場合にお

いては、この法律中都道府県に関する規定は、指定都市等に関する規定として指定

都市等に適用があるものとする。 

 

 


